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なお、上記論文 (以下、単に「研究 8」という) と同様、守秘義務の関
係で、依頼者の特定につながるおそれのある部分については、一部創作を
もって替えたことを了承されたい。




によると、平成 25 年から同 29 年までの 5年間に倒産した




( 1 ) ｢整理契約における権利の変更と担保・保証の附従性」金融商事 1060 号
92 頁、弁護士法人淀屋橋合同編「1 問 1 答私的整理ガイドライン」(商事法
産大法学 52巻 1 号 (2018. 4)
131(131)
務研究会 2002 年)、「私的整理に関するガイドラインの諸論点」金融法務
1629 号 6 頁、座談会「産業再生機構によるカネボウ支援の是非と機構の存
在意義を問う」金融ビジネス (東洋経済) 230 号 24 頁、「私的整理意義・機
能」四宮章夫監修『最新事業再編の理論・実務と論点』(民事法研究会 2009
年) 290 頁、「私的整理をめぐる債権者委員会の役割」同 346 頁、「事業再生
スポンサーをめぐる諸問題」同 484 頁、「刑事裁判リスク」同 950 頁、「安田
弁護士事件のビジネスモデル――その適法性について」金子武嗣外編『弁
護士業務と刑事責任』(日本評論社 2010 年) 130 頁、「弁済協定 (リスケ
ジュール) 交渉」四宮章夫外監修『倒産・事業再建の法律相談』(青林書院
2010 年) 914 頁、「再建型の私的整理」同 919 頁、「清算型の私的整理事例」
同 923 頁、「特定調停」同 949 頁、「企業再生支援機構による事業再生支援」
同 959 頁、「整理回収機構」四宮章夫外編『あるべき私的整理手続の実務』
(民事法研究会 2014 年) 292 頁、「私的整理手続の経済的合理性」同 380 頁、
「私的整理における商取引債権の保護」今中利昭先生傘寿記念論文集「会社
法・倒産法の現代的展開」690 頁 (民事法研究会 2015 年)、「私的整理の研
究Ⅰ (私的整理の定義と実務の過去と現在)」産大法学第 48 巻 1・2 号 259
頁、「私的整理の研究 2 (清算人の破産手続等開始申立義務)」産大法学 49
巻 1・2 合併号 128 頁、「私的整理の研究 3 (私的整理と破産犯罪)」同 49 巻
3 号 50 頁、「私的整理の研究 4 (私的整理と詐害行為取消権及び否認)」同
49 巻 4 号 98 頁、「私的整理の研究 5 (私的整理と強制執行免脱罪等)」同 50
巻 3・4 号 235 頁、「私的整理の研究 6 (私的整理と法人格否認の法理)」同
51 巻 1 号 131 頁、「私的整理の研究 7 (営業譲受人の債務引受責任)」同 51
巻 2 号 127 頁、「私的整理の研究 8 (清算型の私的整理の実例 1)」同 51 巻
3・4 号 237 頁
( 2 ) 東京商工リサーチ (http : //www.tsr-net.co.jp/) 調べによると、負債総
額 1000 万円以上の中小企業 (定義は中小企業基本法第 2条第 1項に基づく)
の倒産件数と負債総額は、平成 25 年 10,848 件、2兆 7428億円 (平均 253 百
万円)、平成 26 年 9,723 件、1 兆 8355 億円 (平均 189 百万円)、平成 27 年
8,806 件、2兆 0182億円 (平均 229 百万円)、平成 28 年 8,439 件、1兆 9670















そして、平成 19 年 12月 31日決算期において、売上高が 2億 0078 万
2624 円と、最盛期の 50%程度にまで落ち込む一方、負債の方は長期借入


































































債務者は、平成 20 年 8月 20日支払期日の債務の決済資金調達の目途が立た
なかったために、本日をもちまして廃業致しますと共に、一切の支払いを停止












また、本件の債権者説明会につきましては、下記 (略) 要領にて、平成 20














□有 (以下の項目へ) □無 (平成 年 月 日完済)
↓
(1) 債権の種類
□ 貸付金， □ 立替金， □ 売掛金， □ 保証
□ その他 ( )
(2) 債務者の地位
□ 主債務者 (保証人 □有：氏名 □無 )
□ 保証人 (主債務者 ：氏名 )
(3) 取引内容
① 最初の借入れ等 平成 年 月 日 円
② 最後の借入れ等 平成 年 月 日 円
③ 最後の返済 平成 年 月 日 円
(4) 債権残高 (回答日現在)
① 残 元 金 円
② 利 息 円
③ 遅延損害金 円








電話番号 ( ) −
ＦＡＸ番号 ( ) −
(2) 廃業届



























現 金 2,234,162 2,234,162
普 通 預 金 2,000 0
積 立 預 金 450,000 450,000
定 期 預 金 56,381,258 0
受 取 手 形 7,570,117 7,570,117
売 掛 金 48,763,187 25,000,000
製 品 20,860,350 5,000,000
原 材 料 28,930,990 0
副 資 材 4,925,254 0
貯 蔵 品 870,734 0






建 物 28,257,850 0
機 械 装 置 13,036,410 0
車 輌 運 搬 具 3,354,738 800,000
什 器 備 品 2,744,507 0





出 資 金 2,900,000 600,000












支 払 手 形 10,754,169 10,754,169
買 掛 金 16,963,399 16,963,399
短 期 借 入 金 10,000,000 0
未 払 金 11,635 11,635
































日 時 平成 20 年 8月 25日 (月) 12：30〜13：10
場 所 〇〇法律事務所






































































































平成 20 年 月 日
F株式会社代理人









平成 20 年 月 日
F株式会社代理人





















資料Ⅱ-8 はその内、平成 20 年 10月 18日から平成 21 年 1月 21日まで
の収支報告書である。













































現 金 80,678 80,678
当 座 預 金 0 0
普 通 預 金 309,834 309,834
積 立 預 金 0 0
定 期 預 金 0 0
別 段 預 金 3,509,907 0
受 取 手 形 436,073 436,073
売 掛 金 450,450 450,450
預 け 金 61,414,361 61,414,361
商 品 ・ 製 品 30,472,859
0原 材 料 (副 資 材 含 む) 30,936,601
貯 蔵 品 870,734






不動産 (土地・建物等) ＊1 93,140,000 0
機 械 装 置 33,368,058 0
車 輌 運 搬 具 0 0





積 立 保 険 0 0











支 払 手 形 9,234,513 9,234,513
買 掛 金 2,554,173 ＊2 2,554,173
短 期 借 入 金 10,000,000 0
リ ー ス 債 務 6,988,977 6,988,977
未 払 い 金 278,968 278,968






































り、平成 20 年 12月 24日付で整理の進行状況を御報告済みですが、その後も
財産の換価・回収に努めると共に、保証協会と協議しながら、鋭意不動産処分
の努力中です。




























































収 入 支 出




・担保権者 (3 者) に対する配当 46,650,450
計 47,860,000 46,827,670
残金 1,032,330












































現 金 0 0
当 座 預 金 0 0
普 通 預 金 0 0
積 立 預 金 0 0
定 期 預 金 0 0
別 段 預 金 0 0
受 取 手 形 0 0
売 掛 金 0 0
預 け 金 28,445,873 28,445,873
商 品 ・ 製 品 0
0原 材 料 (副 資 材 含 む) 0
貯 蔵 品 0






不動産 (土地・建物等) ＊1 1,700,000 0
機 械 装 置 0 0
車 輌 運 搬 具 0 0





積 立 保 険 0 0
出 資 金 2,900,000 600,000
計 2,900,000 600,000










支 払 手 形 9,234,513 9,234,513
買 掛 金 2,554,173 2,554,173
短 期 借 入 金 10,000,000 ＊3 0
リ ー ス 債 務 6,988,977 6,988,977
未 払 い 金 278,968 278,968









































1 A 320,110 96,033 224,077 224,077 130,045




3 C 453,180 135,954 317,226 317,226 184,105
4 D 190,470 57,141 133,329 133,329 77,378
5 E 543,480 163,044 380,436 380,436 220,789
20 T 11,280,000 3,384,000 4,738,000 4,738,000 2,749,745
21 U 19,998,000 5,999,400 8,372,056 8,372,056 4,858,806










23 W 804,195 241,259 562,936 562,936 326,705
24 X 3,070,233 921,070 2,149,163 2,149,163 1,247,288
25 Y 2,011,600 603,480 758,120 758,120 439,982
26 Z 433,259 129,978 162,636 162,636 94,387
合計 198,742,941 32,958,884 ① 50,238,740 28,445,867
配当原資 28,445,873
保証協会 過配当分 892,283













1．残債権総額 (元本) 金 5023 万 8740 円


































1 債務者は、平成 17 年 2月 F株式会社の代表取締役に就任する。
2 F株式会社の会社概要 (略)
3 F 株式会社は、平成 23 年 2月全資産を換価処分し、同年 3月配当を実施し
て私的整理を終了する。
4 H・Mは、平成 23 年 2月株式会社 Sに就職した (3ケ月間は試用期間) が、
試用期間満了で退職する。東日本大震災の発生による影響で、試用期間中
であった者全員が終了を宣告されて退職。











2 上記確定日の属する月の翌月を第 1 回目として、以後 3 か月ごとに合計 12
151(151)
私的整理の研究 9















たが (事件番号略)、このたび、利害関係人各位のご協力を得て、平成 25 年




























さて、通知人は、小規模個人再生申立事件 (事件番号 (略)) につき、平成



































































に関するガイドライン研究会」が、平成 25 年 12月 5日に公表した「経営者
















上の発表によると、平成 26 年 2月から同 29 年 9月までに商工組合中央金庫、
日本政策金融公庫が保証契約を解除した件数は、13,418 件、金額にして
12,953億円に過ぎない。ちなみに、平成 27 年の中小企業・小規模事業者の





( 4 ) 研究 8・256 頁資料Ⅲ-8及び 258 頁注 (25) 参照









研究 8・245 頁注 (2) 参照




が肝要である (弁護士法 1条 2項、弁護士職務基本規程 5条参照)。











( 9 ) 清算型私的整理においては、偽装廃業の疑いを払拭するために、当職は、
会社解散をさせない場合でも、廃業届出は提出させるようにしている。
(10) 本件では、後注 (19) 記載の通り、一般債権の配当率は約 58%であった。


















































































ないことにしている (研究 8・256 頁注 (14) 参照)。
F株式会社の場合、仮に売却代金の 5 %が配当財源に追加されてもその増





























(25) 研究 8・246 頁注 (11) 参照。
(26) 民事再生法 241条 2項 5 号、231条 2項 2 号参照
Ⅲ T株式会社
1 はじめに
T 株式会社は、昭和 36 年個人商店として創業、同 53 年に F 株式会社
に法人成りした会社であり、電設資材の卸・販売事業などを営んでいたが、
平成 26 年 3月 20日決算期において 34,452,498 円の債務超過に陥った外、
代表者が病により一時治療に専念することを余儀なくされるに至った。
そこで、T 株式会社は事業譲渡先や後継者を探したが、いずれも得ら
れなかったために、代表者は平成 28 年 12月 20日をもって廃業すること
を決意するに至り、所轄の税務署と区役所に対して廃業届出を提出した。













私は、T株式会社より私的整理手続の委任を受け、平成 28 年 12月 22













































平成 29 年 1月 15日現在
(単位：円)
勘定科目 帳簿価額 時価 勘定科目 帳簿価額 時価
現預金 13,239,583 13,239,583 支払手形 31,150,000 31,150,000
売掛金 12,716,969 12,716,969 買掛金 12,357,432 12,357,432
商品 1,000,000 1,000,000 短期借入金 45,000,000 45,000,000
仮払消費税 11,346,111 0 未払費用 0 1,000,000
流動資産 計 38,302,663 26,956,552 未払法人税等 0 70,000
建物 717,679 0 未払消費税 −486,800 426,518
建物付属設備 15,221 0 仮受消費税 12,259,429 0
機械装置 4,190 0 預り金 −24,244 −24,244
車両運搬具 36,687 0 流動負債 計 100,255,817 89,979,706
器具備品 168,576 0 長期借入金 73,904,000 73,904,000
土地 50,000,000 36,063,750 固定負債 計 73,904,000 73,904,000
電話加入権 1,346,026 0 負債合計 174,159,817 163,883,706

















平成 29 年 8月 28日、T株式会社所有の不動産 (物件甲) が 4200 万円





。また、平成 29 年 12月 18日、代表者の母親所有の不動産 (物件丙)






























































1 I株式会社 9,690,128 9,690,128 516992※ 1 9,690,128 2,616,334 2,099,342
2 H株式会社 ― 0 0 ― 0 ―
3 M銀行 ― 0 0 ― 0 ―




8,718,760 7,513,000 0 7,513,000 2,028,510 2,028,510
5 O協同組合 13,493,375 11,543,912 0 11,543,912 3,116,856 3,116,856
































知にも、「最後配当の計算方法について、平成 30 年 1月の末日までに、債権
者の中から異議の申し出がありました場合には、債権者集会を開催し、その
決議に委ねたいと考えております」との記載を加えている。
しかし、実際には、平成 30 年 1月 31日までに異議の申出をした債権者は
なく、全債権者から配当金振込の依頼書を回収することができたので、同年
2月 2日に配当金の送金を完了した。
(34) 当初届出債権額 157,243,120 円、不動産売却による担保権者への弁済金合
計 103,909,532 円、差引 53,253,588 円に対し、中間配当と最後配当の原資の
165(165)
私的整理の研究 9
合計は 21,899,611 円であるから、一般債権に対する配当率は約 41%となる。
(35) 注 (3) 参照。
Ⅴ 結 語
今回は、研究 8よりは規模が大きく、平均的な中小企業の清算型の私的
整理の事例を 2例紹介した。
F 株式会社、T 株式会社のいずれも、経営破綻直前に不誠実な取引を
行っておらず、また、いずれも届出債権額の半ばは、債務者会社と代表者
及びその家族の提供した担保物件の売却代金から弁済され、もとより求償
権は放棄されているので、経営者責任は十分果たされている。
このように債務者会社の代表者等が取引先からの信頼を失っていない場
合には、その者によって、これまでの人脈を活用しながら換価回収を行う
ことが、配当財源の最大化につながる。
また、破産手続を初めとする法的倒産手続では、形式的平等が貫かれる
余り、経済的なメリットの有無とは無関係に否認権の行使がなされること
がある等、整理手続の早期終結の妨げとなることが少なくはない。
したがって、一般的には、法的倒産手続を選択するよりは、債権者と債
務者との相互理解のもとで、私的自治に則った私的整理により債務の整理
を図る利点が大きいと言えよう。
ところで、準則型私的整理に関しては様々な ADRが関与するが、今回
紹介した極く一般的な中小企業の清算型私的整理においては、特定調停を
除き、現実には利用不可能であることが、事例を通して理解頂けると考え
る。そして、特定調停も今日では、殆ど活用されていない。
私が、準則型に準ずる私的整理の重要性を夙に唱える所以である。
166 (166)
